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市税�
8,124,2928,124,292�
（52.052.0％）�

民生費�
3,899,193�3,899,193�
（25.225.2％）�

土木費�
2,876,368�
（18.6％）�

公債費�
2,934,017�2,934,017�
（19.019.0％）�

教育費�
1,871,6161,871,616�
（12.112.1％）�

総務費�
1,525,741,525,744（9.89.8％）�

衛生費�
1,206,431,206,433（7.87.8％）�

その他�
1,162,4291,162,429�
（7.57.5％）�

諸収入�
1,770,014�1,770,014�
（11.311.3％）�

地方交付税�
861,01861,013（5.55.5％）�

その他�
3,510,101�3,510,101�
（22.522.5％）�

15,628,826�
（単位：万円）�

15,475,800�
（単位：万円）�

民生費�
3,899,193�
（25.2％）�

公債費�
2,934,017�
（19.0％）�

総務費�
1,525,744（9.8％）�

衛生費�
1,206,433（7.8％）�

その他�
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（7.5％）�

市税�
8,124,292�
（52.0％）�

諸収入�
1,770,014�
（11.3％）�

地方交付税�
861,013（5.5％）�

その他�
3,510,101�
（22.5％）�

教育費�
1,871,616�
（12.1％）�

国庫支出金�
1,363,401,363,406�6�
（8.78.7％）�

国庫支出金�
1,363,406�
（8.7％）�

図1　平成13年度一般会計決算�

歳　入� 歳　出�
市
は
年
２
回
、
財
政
事
情
を
公
表
し
て
い

ま
す
。
今
回
は
、
昨
年
１１
月
２９
日
に
公
表
し

た
、
平
成
１３
年
度
決
算
と
平
成
１４
年
度
上
半

期
（
１４
年
４
月
１
日
〜
９
月
３０
日
）
の
状
況

に
つ
い
て
、
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
市

立
中
央
病
院
な
ど
、
公
営
企
業
の
業
務
状
況

は
表
１
の
と
お
り
で
す
。
問
合
せ
は
財
政
課

（
０
７
９
８
・
３
５
・
３
４
２
２
）
へ
。

平
成
１３
年
度
の
決
算
概
要
は
、

一
般
会
計
で
は
、
歳
入
１
５
６

２
億
８
８
２
６
万
円
に
対
し
、

歳
出
１
５
４
７
億
５
８
０
０
万

円
で
、
差
し
引
き
１５
億
３
０
２

６
万
円
の
剰
余
と
な
り
ま
し
た
。

た
だ
し
、
繰
越
事
業
費
１５
億
３

９
４
２
万
円
の
充
当
財
源
と
し

て
、
２
億
１
８
８
４
万
円
を
翌

年
度
に
繰
越
し
て
い
る
た
め
、

実
質
的
に
は
１３
億
１
１
４
２
万

円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
の
決
算
額
の
内
容

は
、
図
１
の
と
お
り
で
す
。
歳

入
の
主
な
も
の
は
、
市
税
収
入

８
１
２
億
４
２
９
２
万
円
（
構

成
比
５２
・
０
％
）
、
諸
収
入
１

７
７
億
１４
万
円
（
１１
・
３
％
）

で
す
。
歳
出
の
主
な
も
の
は
、

民
生
費
３
８
９
億
９
１
９
３
万

円
（
２５
・
２
％
）
、
公
債
費
２

９
３
億
４
０
１
７
万
円
（
１９
・

０
％
）
、
土
木
費
２
８
７
億
６

３
６
８
万
円
（
１８
・
６
％
）
で

す
。歳
出
を
性
質
別
に
見
る
と
、

人
件
費
な
ど
の
消
費
的
経
費
が

８
７
５
億
４
３
３
４
万
円
（
構

成
比
５１
・
０
％
）
、
公
共
施
設

の
新
設
改
良
な
ど
の
投
資
的
経

費
が
１
１
８
億
９
８
８
１
万
円

（
１５
・
６
％
）
、
そ
の
他
経
費

が
５
５
３
億
１
５
８
５
万
円（
３３

・
４
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
の
決
算
額
を
市
民
１

人
当
た
り
で
考
え
る
と
、
行
政

に
か
か
る
総
経
費
３４
万
６
３
９

２
円
に
対
し
て
、
市
税
負
担
額

は
１８
万
１
８
４
５
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

次
に
、
特
別
会
計
で
は
、
国

民
健
康
保
険
な
ど
１２
会
計
合
計

が
歳
入
９
６
０
億
７
３
３
６
万

円
に
対
し
、
歳
出
９
４
７
億
８

９
３
２
万
円
で
、
差
し
引
き
１２

億
８
４
０
４
万
円
の
剰
余
と
な

り
ま
し
た
。
た
だ
し
、
公
共
下

水
道
建
設
事
業
な
ど
の
繰
越
事

業
費
６
億
２
４
２
１
万
円
に
充

当
す
る
４
６
５
１
万
円
を
差
し

引
い
た
結
果
、
実
質
的
に
は
１２

億
３
７
５
２
万
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。

市
は
企
業
会
計
方
式
に
よ
る
財
政
分
析
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
こ
の
ほ
ど
、
平
成
１３

年
度
決
算
に
基
づ
く
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
貸

借
対
照
表
）
と
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た
コ

ス
ト
と
収
入
を
示
す
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
を

作
成
し
ま
し
た
。
そ
の
内
容
を
お
知
ら
せ
し

ま
す
。
問
合
せ
は
政
策
担
当
課
（
０
７
９
８

・
３
５
・
３
４
８
５
）
へ
。
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財
政
状
況
は

今
後
も
厳
し
く

平
成
１３
年
度
は
、
新
た
に
オ

ー
プ
ン
し
た
「
ア
ク
タ
西
宮
」

に
、
図
書
館
や
大
学
交
流
セ
ン

タ
ー
、
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
な

ど
の
施
設
を
開
設
し
、
市
民
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る
と
と
も

に
、
保
育
所
の
待
機
児
童
対
策

や
介
護
保
険
事
業
の
充
実
な
ど
、

少
子
・
高
齢
化
に
対
応
し
た
施

策
や
事
業
を
行
い
ま
し
た
が
、

震
災
復
興
事
業
が
ピ
ー
ク
を
過

ぎ
、
仕
上
げ
の
段
階
を
迎
え
た

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
一
般
会
計

は
前
年
度
に
比
較
し
て
、
歳
入

は
１０
・
５
％
、
歳
出
は
１１
・
０

％
の
減
と
い
う
決
算
と
な
り
ま

し
た
。

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
収

入
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
微
増

し
て
い
る
も
の
の
、
震
災
復
興

事
業
等
で
発
行
し
た
起
債
の
償

還
が
本
格
化
し
た
こ
と
に
よ
り
、

公
債
費
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
基
金
の
活
用
や
行

財
政
改
善
の
推
進
、
予
算
の
効

率
的
な
執
行
に
努
め
た
結
果
、

実
質
収
支
の
黒
字
を
維
持
す
る

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。し
か
し
、

今
後
の
財
政
運
営
を
見
通
し
た

場
合
、
公
債
費
が
累
増
す
る
一

方
、
景
気
の
低
迷
や
固
定
資
産

の
評
価
替
え
な
ど
に
よ
る
市
税

収
入
の
大
幅
な
減
収
は
避
け
ら

れ
ず
、
財
政
状
況
は
極
め
て
厳

し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
発
生

主
義
に
基
づ
く
企
業
会
計
方
式

を
取
り
入
れ
、
資
産
や
負
債
な

ど
の
ス
ト
ッ
ク
の
状
況
を
明
ら

か
に
し
た
も
の
で
、
現
金
主
義

に
よ
る
単
年
度
の
収
支
を
対
比

し
た
、
現
在
の
会
計
方
式
で
は

表
示
さ
れ
な
い
内
容
が
盛
り
込

ま
れ
た
財
政
分
析
の
資
料
で
す
。

本
市
は
、
総
務
省
が
示
し
た
統

一
基
準
に
従
い
、
昭
和
４４
年
度

以
降
の
普
通
会
計
に
お
け
る
決

算
統
計
の
デ
ー
タ
を
使
用
し
た

簡
便
法
で
作
成
し
て
い
ま
す
。

平
成
１３
年
度
末
現
在
の
本
市

の
資
産
は
７
０
５
３
億
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。
内
訳
は
、
土
地

や
建
物
な
ど
の
有
形
固
定
資
産

が
６
２
８
８
億
円
、
貸
付
金
な

ど
の
投
資
等
が
５
７
９
億
円
、

現
金
・
預
金
な
ど
の
流
動
資
産

が
１
８
６
億
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
う
ち
、
有
形
固
定
資

産
の
内
訳
を
行
政
目
的
別
に
み

る
と
、
街
路
・
公
園
と
い
っ
た

都
市
計
画
施
設
や
公
営
住
宅
な

ど
の
土
木
費
が
４
１
１
１
億
円

で
最
も
多
く
、
学
校
教
育
施
設

な
ど
の
教
育
費
が
１
３
１
９
億

円
、
ご
み
処
理
施
設
な
ど
の
衛

生
費
が
５
０
２
億
円
と
続
い
て

い
ま
す
。

こ
れ
に
対
し
、
負
債
は
３
２

８
２
億
円
で
、
資
産
形
成
の
半

分
近
く
を
借
入
金
な
ど
に
頼
っ

て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

内
訳
は
、
地
方
債
な
ど
の
固
定

負
債
が
３
０
８
４
億
円
、
流
動

負
債
（
翌
年
度
償
還
予
定
の
地

方
債
）
が
１
９
９
億
円
で
、
地

方
債
の
借
入
残
高
は
固
定
負
債

と
流
動
負
債
を
合
わ
せ
２
７
９

０
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
資
産
か
ら
負
債
を
差

し
引
い
た
正
味
資
産
（
民
間
企

業
の
「
資
本
」
に
相
当
）
は
、

３
７
７
１
億
円
で
す
。
こ
れ
ら

を
市
民
１
人
当
た
り
に
換
算
す

る
と
、
資
産
は
１
６
１
万
円
、

負
債
は
７５
万
円
、
正
味
資
産
は

８６
万
円
と
な
り
ま
す
。
平
成
１２

年
度
末
現
在
と
比
較
し
て
み
る

と
、
資
産
は
５３
億
円
（
０
・
７

％
）
減
少
し
、
負
債
は
１
５
３

億
円
（
４
・
５
％
）
の
減
少
、

正
味
資
産
は
１
０
０
億
円
（
２

・
７
％
）
の
増
加
と
な
っ
て
い

ま
す
。

平
成
１４
年
度
の
予
算
額
は
、

１４
年
９
月
３０
日
現
在
、
一
般
会

計
１
５
３
５
億
１
１
１
２
万
円
、

特
別
会
計
１
０
１
３
億
２
８
５

１
万
円
で
、
合
計
額
２
５
４
８

億
３
９
６
３
万
円
で
す
。
こ
れ

は
当
初
予
算
と
比
べ
、
２４
億
２

４
４
７
万
円
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
が
、
こ
の
中
に
は
、
前
年

度
か
ら
の
繰
越
分
２１
億
６
３
６

３
万
円
が
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、

実
質
的
に
は
２
億
６
０
８
４
万

円
を
補
正
増
し
た
こ
と
に
な
り

ま
す
。

補
正
の
主
な
も
の
は
、
一
般

会
計
の
歳
出
で
は
、
教
育
費
５

０
１
９
万
円
、
総
務
費
４
２
５

７
万
円
、
民
生
費
２
１
９
０
万

円
な
ど
を
増
額
、
歳
入
で
は
、

諸
収
入
８
５
３
８
万
円
、
繰
越

金
３
７
７
４
万
円
な
ど
を
増
額

し
て
い
ま
す
。
一
方
、
特
別
会

計
で
は
、
介
護
保
険
で
７
０
７

０
万
円
、
老
人
保
健
医
療
事
業

で
６
３
１
８
万
円
な
ど
を
増
額

し
て
い
ま
す
。

平
成
１４
年
度
上
半
期
に
お
け

る
一
般
会
計
の
状
況
は
表
２
の

と
お
り
で
す
。
収
入
は
、
市
税

が
４
６
３
億
８
２
６
４
万
円（
執

行
率
５６
・
９
％
）
、
地
方
交
付

税
が
４４
億
９
７
０
０
万
円
（
７４

・
３
％
）
な
ど
と
な
っ
て
い
ま

す
。
な
お
、
繰
越
金
は
前
年
度

か
ら
の
決
算
剰
余
金
な
ど
が
収

入
さ
れ
た
た
め
、
１５
億
３
０
２

６
万
円
（
５
９
６
・
４
％
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。
支
出
は
、
公

債
費
が
１
４
１
億
７
２
６
７
万

円
（
５０
・
２
％
）
、
民
生
費
１

２
９
億
７
３
１
９
万
円
（
３５
・

８
％
）
、
教
育
費
７７
億
７
９
７

３
万
円
（
４０
・
６
％
）
な
ど
で

す
。次

に
特
別
会
計
で
は
、
国
民

健
康
保
険
事
業
が
収
入
９３
億
１

３
６
４
万
円
（
執
行
率
３２
・
８

％
）
と
支
出
１
２
１
億
５
８
２

万
円
（
４２
・
６
％
）
、
下
水
道

事
業
が
収
入
２６
億
６
２
８
４
万

円
（
１５
・
１
％
）
と
支
出
６９
億

７
１
４
０
万
円
（
３９
・
５

％
）
、
老
人
保
健
医
療
事
業
が

収
入
１
３
７
億
４
３
０
８
万
円

（
３８
・
７
％
）
と
支
出
１
６
０

億
４
６
４
６
万
円
（
４５
・
２

％
）
、
介
護
保
険
が
収
入
４９
億

２
６
１
６
万
円
（
３４
・
９
％
）

と
支
出
５３
億
６
５
６
０
万
円

（
３８
・
０
％
）
な
ど
と
な
っ
て

い
ま
す
。

行
政
コ
ス
ト

計

算

書

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
人

的
サ
ー
ビ
ス
や
給
付
サ
ー
ビ
ス

と
い
っ
た
資
産
の
形
成
に
つ
な

が
ら
な
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
の
た
め
に
要
し
た
コ
ス
ト
と
、

そ
の
財
源
と
し
て
の
収
入
の
状

況
な
ど
を
把
握
し
よ
う
と
す
る

も
の
で
す
。
今
回
作
成
し
た
計

算
書
に
お
け
る
コ
ス
ト
の
範
囲

は
、
市
民
に
提
供
し
た
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
経
費
の
う
ち
、
資
産

形
成
に
つ
な
が
る
も
の
を
除
い

た
現
金
支
出
、
有
形
固
定
資
産

の
減
価
償
却
費
や
市
税
等
の
不

納
欠
損
額
、
職
員
の
退
職
給
与

引
当
金
な
ど
の
非
現
金
支
出
を

加
え
た
費
用
と
な
っ
て
い
ま
す
。

平
成
１３
年
度
の
行
政
コ
ス
ト

総
額
は
１
２
２
５
億
円
で
、
そ

の
内
訳
は
扶
助
費
等
の
「
移
転

支
出
的
な
コ
ス
ト
」
が
４
１
０

億
円
で
最
も
多
く
、
以
下
、
人

件
費
等
の
「
人
に
か
か
る
コ
ス

ト
」
が
３
８
１
億
円
、
物
件
費

等
の
「
物
に
か
か
る
コ
ス
ト
」

が
３
４
２
億
円
、「
そ
の
他
の
コ

ス
ト
」
が
９１
億
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。
一
方
、
収
入
は
１
３
１

４
億
円
で
、
国
県
支
出
金
が
１

７
６
億
円
、
使
用
料
・
手
数
料

等
が
１
０
９
億
円
、
地
方
税
等

の
一
般
財
源
が
１
０
２
９
億
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

市
債
、公
有
財
産

市
債
の
現
在
高
は
、
一
般
会

計
が
２
７
２
６
億
６
２
４
０
万

円
、
特
別
会
計
が
下
水
道
事
業

な
ど
４
会
計
で
１
１
６
２
億
１

２
１
４
万
円
で
す
。

公
有
財
産
は
、
土
地
が
８
６

１
万
４
８
２
５
�
、
建
物
が
１

５
９
万
５
３
３
７
�
あ
り
、
評

価
総
額
は
、
有
価
証
券
な
ど
を

含
め
て
１
１
８
億
５
４
９
４
万

円
で
す
。

前年度決算
１９万２５８４戸
４３万９７７５人
１６万２１２４�

１１４億３７５４万円
１０６億６８５７万円

平成１３年度決算
１９万７９７６戸
４４万６３５１人
１６万１５５３�

１１０億２９７５万円
１０４億２６８９万円

給 水 戸 数
給 水 人 口
１ 日 平 均 配 水 量
事 業 収 益
事 業 費 用

前年度同期
１９万６４５１戸
４４万５２６２人
１６万４４０７�

５５億８４１２万円
５０億６０９６万円

平成１４年度上半期
２０万５０８戸
４５万７６２人
１６万５０６６�

５４億６２４６万円
４９億３１５７万円

給 水 戸 数
給 水 人 口
１ 日 平 均 配 水 量
事 業 収 益
事 業 費 用

前年度決算
５５所

４万１９２２�
２万８６�

５億８８７０万円
６億２１７４万円

平成１３年度決算
５５所

３万８２４０�
２万７９�

５億４９２６万円
６億１２４５万円

給 水 事 業 所 数
１ 日 契 約 水 量
１ 日 平 均 配 水 量
事 業 収 益
事 業 費 用

前年度同期
５４所

３万８２１０�
２万７６３�

３億４６５万円
３億１４９４万円

平成１４年度上半期
５５所

３万６２０８�
１万９２４７�

３億２５６７万円
３億１０５０万円

給 水 事 業 所 数
１ 日 契 約 水 量
１ 日 平 均 配 水 量
事 業 収 益
事 業 費 用

前年度同期
４万６０９０人
２５１．９人

１１万６６８０人
９３３．４人

３０億５６９万円
３０億４７９５万円

平成１４年度上半期
４万５３５０人
２４７．８人

１１万２７８１人
８９５．１人

２９億９６８２万円
３０億８８２９万円

延 べ 入 院 患 者 数
１日平均入院患者数
延 べ 外 来 患 者 数
１日平均外来患者数
事 業 収 益
事 業 費 用

前年度決算
９万１００３人
２４９．３人

２２万８４６０人
９３２．５人

６５億９０５６万円
６７億７８６６万円

平成１３年度決算
９万２８２９人
２５４．３人

２３万１５９人
９３９．４人

６２億４３１１万円
６５億３０２９万円

年 間 入 院 患 者 数
１日平均入院患者数
年 間 外 来 患 者 数
１日平均外来患者数
事 業 収 益
事 業 費 用

平成１３年度末

１，３９９，９１８

８２７，２４０

５，０１９，９９２

３２，９８５

３０８

２５，６６２

４１，１１３，９９１

４９３，０４８

１３，１８６，０４９

７７７，３５５

６２，８７６，５４８

（３３，２６５，４ ）２１

２，０２４，７８７

２，２２３，０１９

５３０，１２９

１，０００，０００

１４，２００

１，５４４，３２９

５，７９２，１３５

２８０，６３８

４７２，６７８

１５３，３１５

９０６，６３１

６６６，８４５

２８８，５６８

９５５，４１３

１，８６２，０４４

７０，５３０，７２７

平成１２年度末

１，４３４，０４８

８５３，０８８

５，２６８，３７８

１５，４７０

６０９

２５，５６１

４１，１８１，１４１

５２１，６１８

１３，２９１，０１７

７７９，１９４

６３，３７０，１２４

（３２，９５５，８ ）５５

１，９６３，３７１

２，５５６，６５７

５６４，２０６

１，０００，０００

１２，２００

１，５７６，４０６

６，０９６，４３４

２６５，５２４

５１３，１３２

６５，０５０

８４３，７０６

６３７，２０４

１０８，９３１

７４６，１３５

１，５８９，８４１

７１，０５６，３９９

借 方

【 資 産 の 部 】

１．有形固定資産
（１）総 務 費
（２）民 生 費
（３）衛 生 費
（４）労 働 費
（５）農林水産費
（６）商 工 費
（７）土 木 費
（８）消 防 費
（９）教 育 費
（１０）そ の 他
有形固定資産合計
（うち土地）

２．投資等
（１）投資及び出資金
（２）貸 付 金
（３）基 金
�特定目的基金
�土地開発基金
�定額運用基金
基 金 計
投資等合計

３．流動資産
（１）現金・預金
�財政調整基金
�減債基金
�歳計現金
現金・預金計

（２）未収金
�地 方 税
�そ の 他
未収金計
流動資産合計

資 産 合 計

平成１３年度末

２５，９１３，６１７

１，９１４，３０５

０

１，９１４，３０５

２，９５３，９０７

５４，９３３

３０，８３６，７６２

１，９８７，８８６

０

１，９８７，８８６

３２，８２４，６４８

１５，００１，５８６

４８４，９１０

２２，２１９，５８３

３７，７０６，０７９

７０，５３０，７２７

平成１２年度末

２７，３０７，１３８

１，９９８，８３３

０

１，９９８，８３３

２，９７９，７０１

５４，０８７

３２，３３９，７５９

２，０１４，２３５

０

２，０１４，２３５

３４，３５３，９９４

１５，２９９，４９１

５０４，１２８

２０，８９８，７８６

３６，７０２，４０５

７１，０５６，３９９

貸 方

【 負 債 の 部 】

１．固定負債
（１）地方債
（２）債務負担行為
�物件の購入等
�債務保証又は
損失補償
債務負担行為計

（３）退職給与引当金
（４）その他
�預り敷金
固定負債合計

２．流動負債
（１）地方債翌年度

償還予定額
（２）翌年度繰上

充用金
流動負債合計

負 債 合 計

【正 味 資 産 の 部】

１．国庫支出金

２．県支出金

３．一般財源等

正 味 資 産 合 計

負債・正味資産合計

平成１３年度

１２，２５０，８１７

３，８１２，６２０

３，５２３，６９０

２８８，９３０

３，４２０，３０２

１，８４５，２２６

２１７，１１８

１，３５７，９５８

４，１０３，８３３

１，６７８，３３０

５８０，７６６

１，５１２，０４３

３３２，６９４

９１４，０６２

１，５７１

８６６，６３０

４５，８６１

１３，１４２，６３０

１，０９２，６７０

１，７５９，１４０

１０，２９０，８２０

４２８，９８４

２０，８９８，７８６

１，３２０，７９７

２２，２１９，５８３

平成１２年度

１３，０３２，４５１

４，０５９，０７５

３，６１４，４２０

４４４，６５５

３，４５８，５８１

１，７５９，１１９

３０８，５２９

１，３９０，９３３

４，５４６，８９２

１，５３５，０５２

５９４，４３０

１，４５８，１４９

９５９，２６１

９６７，９０３

１，６１１

９１６，２４６

５０，０４６

１３，３７９，１５５

１，１５１，５４１

２，０００，９１５

１０，２２６，６９９

３９３，７４７

２０，１５８，３３５

７４０，４５１

２０，８９８，７８６

区 分

行政コスト Ａ

人にかかるコスト

人件費

退職給与引当金繰入等

物にかかるコスト

物件費

維持補修費

減価償却費

移転支出的なコスト

扶助費

補助費等

繰出金

普通建設事業費（補助金等）

その他のコスト

災害復旧事業費

公債費（利子）

不納欠損額

収入項目 Ｂ

使用料・手数料等

国県支出金

一般財源

正味資産国県支出金償却額 Ｃ

期首一般財源等 Ｄ

差引一般財源等増減額 Ｅ�Ｂ＋Ｃ―Ａ
期末一般財源等 Ｆ�Ｄ＋Ｅ

歳 入（単位：万円）

執行率

５６．９％

３１．９

３３．８

５７．１

４７．３

０．０

２９．４

９７．０

７４．３

４８．４

３７．３

４７．６

１９．１

１２．０

８．６

１１８．６

７．９

５９６．４

９．４

０．０

４３．８％

収入済み額

４，６３８，２６４

２８，２７５

４８，５３０

１８９，２７５

９，１３７

０

１９，８７４

３３０，８０３

４４９，７００

３，８７０

５６，４７７

２８１，１９３

２７４，８３０

６６，５３４

１，８９１

２，８９４

５７，３０３

１５３，０２６

１１１，８９９

０

６，７２３，７７５

科 目

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

合 計

歳 出（単位：万円）

執行率

４７．４％

３６．１

３５．８

４０．８

３１．３

３１．８

８２．４

２５．５

３９．２

４０．６

５０．３

５０．２

９１．６

０．０

３９．６％

支出済み額

４５，５０６

５３２，１４９

１，２９７，３１９

５１３，４４５

１０，８６１

４，１５７

１９６，４６７

７７３，２２１

２０１，４４５

７７７，９７３

７７０

１，４１７，２６７

３０３，０００

０

６，０７３，５８０

科 目

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合 計

予算現額１５３５億１１１２万円〈うち繰越分１５億３９４２万円〉

（平成１４年９月３０日現在）表２ 平成１４年度上半期一般会計の状況

平成１３年度

決 算 概 要

平成１４年度

上半期の状況

表１ 公営企業の状況
中 央 病 院

水 道

工 業 用 水 道

平
成
１３
年
度

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
作
成
し
ま
し
た

（単位：万円）
バランスシート（普通会計）

※出納整理期間（翌年度４月～５月）における入金と出金も、年度内に収支したものとして
処理している

行政コスト計算書（普通会計）
（単位：万円）

（４）平成１５年（２００３年）１月２５日平成１５年（２００３年）１月２５日（５）


